別記

第１号様式
                                               　　  　　　　　　　 年　　月　　日
　高知県知事　様　
　　　　　　　　　　　　住　　　　所　　

　　　　　　　　　　　　商号又は名称  　
　　　　　　　　　　　　氏名又は　
　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　
競争入札参加資格審査申請書
　

令和６年度・令和７年度・令和８年度において、高知県が委託する庁舎等の清掃等業務の契約に係る競争入札に参加する資格の審査を申請します。
　なお、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

	申請業務
	営業項目※業務を行っているものについて○で囲んでください。（複数可）

	100 清掃
	101 建物清掃　　　　    　　102 空気環境測定　     103 空気調和用ダクト清掃

104 飲料水水質検査      　　105 飲料水貯水槽清掃　 106 排水管清掃  

107 ねずみこん虫等防除  　　108 環境衛生総合管理

199 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	200 警備
	201 建物警備　　　　　　　　202 駐車場整理

299 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	300 設備

保守管理
	301 庁舎等設備総合運転管理　302 電気設備保守管理　 303 機械設備保守管理

304 ボイラー設備保守点検　　305 警報設備保守管理　 306 消火設備等保守管理

307 電話交換機設備保守管理　308 放送設備保守管理　 309 昇降機設備保守管理

310 自動ドア設備保守管理　　311 浄化槽設備保守管理 312 監視制御設備保守管理

313 自家用電気工作物保安管理

399 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（注）１　申請業務・営業項目の両方について、それぞれの番号を○で囲んでください（各営業項目の主な

　　　　業務内容については、別表１参照）。

２　営業項目は、事務の参考にするもので、資格審査事項ではありません。
３　官公需適格組合に該当する場合は組合員名簿の提出をお願いします。
別表１（別記第1号様式関係）
業務分類表
	申請業務
	営業項目
	業務の主な内容

	100 清掃
	101　建物清掃
	建築物内の清掃

	
	102　空気環境測定
	建築物内の空気環境の測定

	
	103　空気調和用ダクト清掃
	建築物内の空気調和用ダクトの清掃

	
	104　飲料水水質検査
	建築物の飲料水の水質について検査

	
	105　飲料水貯水槽清掃
	受水槽、高置水槽等建築物の飲料水の貯水槽の清掃

	
	106　排水管清掃
	建築物の排水管の清掃

	
	107　ねずみこん虫等防除
	建築物において、ねずみ、こん虫等の防除

	
	108　環境衛生総合管理

(101及び102の業務内容を

含む。)
	建築物内の清掃、空気調和設備及び気化器換気設備の運転、日常的な点検及び補修、空気環境測定、給水・排水に関する設備の運転、給水栓における水に含まれる残留塩素の測定等を併せて行うもの

	200 警備
	201　建物警備
	建築物等の常駐警備及び建築物附属駐車場警備

	
	202　駐車場整理
	駐車場での車の誘導及び整理

	300 設備保守

管理
	301　庁舎等設備総合運転管理
	庁舎等設備の運転・保守管理業務

	
	302　電気設備保守管理
	電灯・動力設備、自家用発電機設備、直流電源設備、交流無停電電源設備等の保守点検

	
	303　機械設備保守管理
	空気調和等関連機器、給排水衛星機器、冷温水発生機等の冷温熱源機器の保守点検

	
	304　ボイラー設備保守点検
	ボイラーの保守点検

	
	305　警報設備保守点検
	自動火災報知設備等の保守点検

	
	306　消火設備等保守管理
	各種消火設備等の保守点検

	
	307　電話交換機設備保守管理
	構内電話交換機の保守点検

	
	308　放送設備保守管理
	映像・音響設備等の通信・情報設備の保守点検

	
	309　昇降機設備保守管理
	エレベーター等の保守点検

	
	310　自動ドア設備保守管理
	自動ドア設備の保守点検

	
	311　浄化槽設備保守管理
	浄化槽の清掃、維持管理

	
	312　監視制御設備保守管理
	監視制御盤等の保守点検

	
	313　自家用電気工作物保安

管理
	自家用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安の監督にかかる業務（電気事業法施行規則（平成7年通商産業省令第77号）第52条第2項の規定に基づく電気主任技術者不選任事業場における外部委託）


第２号様式
申　　　　立　　　　書

　高知県知事　様
  私は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167号の11第１項において準用する同令第167条の４第１項に規定されている事項について該当しません。
      　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　        住　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
	　地方自治法施行令

	第167条の４第１項

	　　普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入

	　 札に当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者を参加

	　　させることができない。

	

	 第167条の11第１項　

	　　　第167条の４の規定は、指名競争入札の参加者の資格についてこれを準用する。


第３号様式

	営業経歴書
　　　　年　　　月　　　　日　

	

	フリガナ
	
	氏　　名　又は

代表者職氏名
	

	商号又は
名称
	
	
	

	本社又は本店

の所在地
	〒
（電話番号　　　　　　　　　　　　　　　）

	県内の主たる

営業所等の名称及び所在地
	　(名　称)

　(所在地) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号　　　　　　　　　　　　　　）
※県内事業者で本社が主となる場合は記入不要です。

	契約実績区分

（県内実績）
	清掃業務


	警備業務
(建物警備)
(駐車場警備)
	警備業務
（その他）
	設備保守

管理業務
	その他

（県外実績等）
	計　（損益計

算書売上高）

	直前第２事業
年の決算額　　a
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	直前第１事業
年の決算額　　b
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	年間平均実績額（a+b）÷２
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	正職員数
	人
	人
	人
	人
	
	

	（うち

資格者数）
	（うち　社会

保険加入者数）
	（ 　）
	（　　 ）
	
	（　 　）
	
	（　 　）
	
	（　 　）
	
	

	その他（パート等）職員数
	人
	人
	人
	人
	
	

	（うち

資格者数）
	（うち　社会

保険加入者数）
	（ 　）
	（　　 ）
	
	（　 　）
	
	（　 　）
	
	（　 　）
	
	

	営業年数
	年
	年
	年
	年
	　
	　

	経営比率
	流動資産の額　　 　ｃ

千円 
	流動負債の額 　　　　d

千円　
	流動比率
（ｃ÷ｄ×100）　　　　　　　　　　　　　　　％ 

	
	純資産の額　 　　　 e

千円 
	総資産の額　　　　　　f

千円 
	自己資本比率
（e÷f×100） 　　　　　　　　　　　　　　 ％ 

	
	経常利益の額　 　　g

千円 
	売上高の額　　　　　　h

千円　
	売上高経常利益率

（g÷h×100）　　　　　　　　　　　　　　　％ 

	事務連絡用
	申請書記載事項事務担当者　　氏名：
	電話番号：

	参考
	建築物における衛生的環境の確保に
関する法律第12条の2第1項の登録
	高知県内
	有（本・支店･営業所　　　　　　　　　　　　）
	1，２，３，４，５，６，７，８
	無

	
	機械警備業務の対応：可・不可．　機械警備業務に係る直前第1事業年の決算額           千円 

	
	設備保守管理の常駐：可・不可.

	清掃の競争入札参加資格者登録名簿（特定調達）への登録の希望（告示第637号の審査基準に適合した者に限る）
	有 ・ 無


（注）１　「契約実績区分」欄中「その他の業務」欄は、清掃、警備、設備保守管理以外及び高知県外の契約実

績額を記載してください。

２　「経営比率」欄のｃからｈまでは、直前決算の財務諸表により記載してください。

なお、「ｅ」欄は、法人にあっては「資本金額に準備金、積立金及び繰越金の額を加えた額」、個人にあ

っては「次年繰越純資本金の額」を、「ｆ」欄は「負債＋ｅ欄の額」を記載してください。

３　1,000円未満の金額、１年未満の営業年数及び小数点第１位未満のパーセント表示は、切捨てしてく

ださい。

４　建築物における衛生的環境の確保に関する法律第１２条の２第１項について、「有」の場合は、該当番

号を「○」で囲んでください。
第４号様式
                                                  受　託　業　務　実　績　調　書
 申請業務　清掃・警備・設備保守管理　　　　事業年　　　　年　月　日～　　　年　月　日　当該事業年分合計　　　　　　　千円

（申請業務について、○で囲んでください。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（営業経歴書契約実績各決算額の数値と合致）

1 　契約金額順に３件の契約について、記載してください。
	契約の相手方
	契約建物等の名称
	契約業務内容
	契約期間
	当　該　事　業　年
契約金額（千円）
	備考（営業項目等）

	
	
	
	～
	
	

	
	
	
	～
	
	

	
	
	
	～
	
	


2 　　①以外について、契約件数、金額をまとめて記載してください。
	件数（件）
	契約総額（千円）
	備考（営業項目等）

	
	
	


	契約金額合計＝（①＋②）
	千円　　　　　


（注）　１　高知県内での実績を、審査を受けようとする申請業務（「清掃」･「警備」･「設備保守管理」）及び事業年ごとに別葉としてください。

２　①には、各事業年で締結した契約で金額が高額なものから順に３件の契約の内容を記載してください。

３　「契約業務内容」欄は、「日常清掃(週５日)」、「常駐警備」、「空調設備の保守管理」等のように簡潔な内容を記載してください。

４　契約に係る営業項目名（別表１業務分類表）を備考欄に記載してください。
５　「清掃と警備」等のように複数の業務を単一の契約で行っている場合は、「清掃」と「警備」等のように分割して各業務ごとに別葉としてください。
　　　        　この場合は、契約金額を各業務の占める割合にあん分し、備考欄に計算式を記載してください。

６　申請業務（清掃・警備・設備保守管理）以外の実績調書は必要ありません。

第５号様式
従　業　員　名　簿
 正職員数合計　　　名（営業経歴書正職員数欄と合致）
 申請業務　清掃・警備・設備保守管理（該当業務を○で囲んでください。）

	氏名
	備考
資格名称（資格証明書の写しを提出してください。）

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　


（注）１ 「清掃」、「警備」又は「設備保守管理」ごとに別葉にしてください。
２　審査基準日の前日に高知県内で直接受託業務に従事する常勤職員数を記載してください。
　　　　　常勤職員数は、直接受託業務に従事しない役職員、経理事務にのみ従事する職員及び臨時雇用・パー

ト職員を除きます。
３　２種類以上の業務に従事する職員については、主たる業務の種類に記載し、「備考」欄に従たる業務

名を記載してください。　

４　資格を有する職員については、備考欄に資格の名称を記載し、資格証明書の写しを提出してください

（清掃業務の資格者実数は、営業経歴書常勤職員数欄の括弧書の数と合致させてください。）。
５　資格等個人情報については、入札参加資格審査以外に利用することはありません。
第６号様式
　役員等名簿及び照会承諾書
令和　　　年　　　月　　　日

　高知県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地

　　　　　　　　　　　　　（申請者）　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　又は氏名
　　　次の役員等名簿について、排除措置対象者に該当しないことについて誓約します。

また、登録審査時、その他高知県が必要な場合は、高知県警察本部に対して、この名簿による照会が行われることについて承諾します。

　　　なお、照会を行った結果、排除措置対象者に該当した場合には、競争入札参加資格の取消し、指名停止、契約解除等のいかなる措置を受け、かつ、その事実を公表されても異存ありません。
※フリガナ、生年月日等、記載もれがないようにしてください。
	№
	役職名等
	フリガナ
	生年月日
	性別

	
	
	氏　　名
	
	

	1
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	2
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	3
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	4
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	5
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	6
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	7
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	8
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	


　　名簿への記載方法等については、別紙注意事項をご確認ください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※フリガナ、生年月日等、記載もれがないようにしてください。
	№
	役職名等
	フリガナ
	生年月日
	性別

	
	
	氏　　名
	
	

	9
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	10
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	11
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	12
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	13
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	14
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	15
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	16
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	17
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	18
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	19
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	20
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	21
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	22
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	23
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	24
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	


　　名簿への記載方法等については、別紙注意事項をご確認ください。
※フリガナ、生年月日等、記載もれがないようにしてください。
	№
	役職名等
	フリガナ
	生年月日
	性別

	
	
	氏　　名
	
	

	25
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	26
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	27
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	28
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	29
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	30
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	31
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	32
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	33
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	34
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	35
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	36
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	37
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	38
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	39
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	40
	
	
	昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	


　　名簿への記載方法等については、別紙注意事項をご確認ください。
注意事項（別記第６号様式関係）

１　登記事項証明書に登載されている役員等（次に掲げるものをいう。以下同じ。）の方全員について、記載してください。

　
ア　法人にあっては、代表役員等及び一般役員であって経営に事実上参加している者

　
イ　法人以外の団体にあっては、代表者、理事その他アに掲げる者と同等の責任を有する者

　
ウ　個人にあっては、その者及びその使用人（支配人、本店長、支店長その他いかなる名称を有す者

であるかを問わず、事務所の業務を統括する者（事務所の業務を統括する者の権限を代行し得る地

位にある者を含む。））

２　性別は、性別欄の男女どちらかに○をしてください。

３　この調書に記載されたすべての個人情報は、高知県暴力団排除条例（平成22年高知県条例第36号）

に基づいて実施する暴力団排除のための措置以外の目的には使用しません。

４　排除措置対象者とは、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当し、暴力団に関係がある場合をいい

ます。

（1） 暴力団（高知県暴力団排除条例（平成22年高知県条例第36号）第2条第1号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

（2） 暴力団員（高知県暴力団排除条例第2条第2号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（3） 暴力団員等（高知県暴力団排除条例第2条第3号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）
（4） 役員等が暴力団員等に該当すると認められるもの
（5） 役員等が、業務に関し、暴力団員等であることを知りながら当該者を使用し、又は雇用している
と認められるもの
（6） 暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与していると認められるもの
（7） 役員等が、自己、その属する法人等（法人その他の団体をいう。）若しくは第三者の利益を図り、
又は第三者に危害を加えることを目的として、暴力団又は暴力団員等を利用していると認められる

もの
（8） 役員等が、いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対して、金銭、物品
その他財産上の利益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協

力し、又は関与していると認められるもの
（9） 役員等が、業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認めら
れる業者であることを知りながら、これを利用していると認められるもの
（10） 役員等が、県との契約に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると

認められる業者であることを知りながら、これを利用していると認められるもの

（11） （1）から（10）までに掲げるもののほか、役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難される

べき関係を有していると認められるもの

	登録番号(記入しないでください)

	－


第７号様式

個人住民税特別徴収実施申告(誓約)書

※ 該当する□欄に、✓印を入れてください。

	□
	１　個人住民税の特別徴収を実施している場合 → 下欄に市町村名と従業員等数を必ず記入してください。
　高知県内の市町村において、個人住民税を特別徴収すべき従業員等（給与所得を得る役員等も含みます。第７号様式備考を参照してください。）がいる場合

現在、次の市町村において、個人住民税の特別徴収を実施しています。

高知県内に住所を有する上記の従業員等が、直前の１月１日現在において、最も多く居住する市町村名（同数の場合は、いずれか１市町村）及びその市町村に居住する従業員等数

市町村名

従業員等数

　　　　　　　　　　人

２　新規事業者であるなどの理由で、個人住民税の特別徴収を実施していない場合

高知県内の市町村から、今年度の特別徴収義務者として指定通知を受けていませんが、今後、特別徴収義務者に該当することになった場合には、遅滞なく特別徴収を実施することを誓約します。

	□
	

	□
	３－１　県内業者で、高知県内の市町村において、個人住民税を特別徴収すべき従業員がいない場合

もし、今後、特別徴収義務者に該当することになった場合は、遅滞なく特別徴収を実施することを誓約します。



	□
	３－２　県外業者で、高知県内の市町村に住所を有する従業員がいない場合

もし、今後、特別徴収義務者に該当することになった場合は、遅滞なく特別徴収を実施することを誓約します。




上記の（✓印を入れた）とおり、相違ありません。

　また、この書類が、高知県税務課を経由して、高知県内の市町村へ提供されることに同意します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　高知県知事　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　（申請者）　EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(フリガナ),商号又は名称)
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　又は氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　（　　　　）　　　　－


備考（別記第７号様式関係）

１　従業員等の個人住民税の特別徴収とは

　給与支払者（雇い主）が、給与所得者（従業員等）に給与を支払う場合には、所得税法の規定により、その給与から所得税を源泉徴収（天引き）して、国に納めなければなりません。

　個人住民税の特別徴収とは、雇い主が、従業員等に代わって、その従業員等が納めるべき個人住民税（市町村民税と県民税）を、所得税と同じように、給与から天引きして、市町村に納める制度です。（この場合の雇い主を個人住民税の「特別徴収義務者」といいます。）

　所得税法第183条の規定によって、所得税を源泉徴収する義務がある雇い主（源泉徴収義務者）は、地方税法第321条の４及び従業員の住所地の市町村の条例の規定により、原則として、個人住民税の特別徴収義務者となります。

　ここで、「従業員等」とは、一般の従業員だけでなく、事業所から所得税法上「給与所得」とみなされる役員報酬を得る役員や、青色事業専従者も含まれます。

　ただし、申請者（雇い主）において特別徴収義務のあるのは、昨年中(１月１日～12月31日)に給与所得のあった従業員等であって、かつ、今年４月１日現在、申請者から給与の支払を受ける者に限られます。

　申請者（雇い主）が、特別徴収義務者に該当するかどうか、また、その手続などについて不明な場合は、従業員等の住所地（今年１月１日現在）の市町村役場住民税担当課へお問い合わせください。

２　個人住民税特別徴収の実施方法

　所得税の源泉徴収義務者から、１月31日までに市町村に提出された前年分の給与支払報告書に基づいて、従業員等ごとの特別徴収すべき住民税の税額を市町村が計算し、原則として５月31日までに、特別徴収義務者に通知します。（地方税法第321条の４）

　特別徴収義務者は、その通知に基づいて、各従業員等の毎月（６月～翌年５月）の給料から、特別徴収税額を天引きして、翌月10日までに市町村へ納めていただくことになります。(地方税法第321条の５)

３　第７号様式の作成等について

　(１)　第７号様式は、申請者が、高知県内の市町村における上記の特別徴収義務を実施しているかどうかを確認させていただくためのものです。

　　　　１による申告又は２、３－１、３－２のいずれかによる誓約を行わない場合は、資格審査の申請は出来ません。
　(２)　第７号様式は、審査基準日現在で作成し、該当の項目の□欄に、✓印を入れてください。

　(３)　新規事業者である等の理由により、審査基準日現在、高知県内の市町村から、地方税法第321条の４の規定による特別徴収義務者の指定通知を受けていない場合は、２により誓約してください。

　(４)　県内業者で、高知市内の市町村において、個人住民税を特別徴収すべき従業員等が全くいない場合は、３－１により誓約してください。

　(５)　県外業者で、高知市内の市町村に住所を有する従業員等が全くいない場合は、３－２により誓約してください。
　(６)  第７号様式は、２部（１部は写し）提出してください。１部は、高知県税務課を経由して高知県内の市町村へ提供されることがあります。

第８号様式

障　害　者　雇　用　申　立　書

下記【注意事項】欄をご確認のうえ、該当する□欄に、✓印を入れてください。
	 法定雇用率制度の適用がある方 

	□
	１　障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）で規定する法定雇用率制度の適用があり、かつ、法定雇用率を達成しています。

　　　　　※法定雇用率達成とは、公共職業安定所に提出している障害者雇用状況報告書の表中「身体障害者、知的障害者又は精神障害者の不足数」欄が０人の場合です。
　上記１に該当する場合で、障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき障害者の雇用状況を国へ報告している場合は、直近の障害者雇用状況報告書の写し（公共職業安定所の受付印のあるもの。ただし、受付印がないものは、簡単な理由を報告書の写しに記載してください。 例：電子申請、郵送申請 ）を必ず添付してください。
※法定雇用率制度の適用があるが、法定雇用率を達成していない方は、
第８号様式（障害者雇用申立書）の提出は不要です。

	 法定雇用率制度の適用がない方 

	□
	２　障害者の雇用の促進等に関する法律で規定する法定雇用率制度の適用はないが、同法第43条第１項に規定する障害者雇用率に算入される障害者を、次のとおり、常用労働者として雇用しています。

週所定労働時間３０時間以上の者　　　　　　　　　　　　名　
週所定労働時間２０時間以上３０時間未満の者　　　　　　名　
(週所定労働時間１０時間以上２０時間未満の者　　　　　　名　　


　上記の（✓印を入れた）とおり、相違ありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

　高知県知事　濵田　省司　様
　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　（申請者）　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名

　　　　　　　　　　　　　　　又は氏名
【注意事項】
１　常用労働者でかつ週所定労働時間30時間以上の者を一定人数以上※雇用している場合には、原則として、法定雇用率制度が適用されます。　※法定雇用率に基づく
２　常用労働者とは、①から③までのいずれかに該当する者をいいます。

　　①　期間の定めなく雇用されている労働者

　　②　一定の期間を定めて雇用されている労働者であって、その雇用期間が反復更新され、過去１年以上の期間について引き続き雇用されている労働者又は採用の時から１年以上引き続き雇用されると見込まれる労働者

　　③　日々雇用される労働者であって、雇用契約が日々更新されて、過去１年以上の期間について引き続き雇用されている労働者又は採用の時から１年以上引き続き雇用されると見込まれる労働者

第９号様式
入札参加資格申請書を提出、又は提出を予定している系列会社の状況表
（１）会社法に規定する親会社（　有　・　無　）（該当するものを○で囲むこと）
	商号又は名称
	住所
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（２）会社法に規定する子会社（　有　・　無　）（該当するものを○で囲むこと）
	商号又は名称
	住所
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（３）役員の兼任（　有　・　無　）（該当するものを○で囲むこと）
	兼任先の商号又は名称
	住所
	申請者における

役職
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


提出例





 必ず２部（１部はコピー）提出してください。





※精神障害者、重度身体障害者及び重度知的障害者が対象)








